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大  阪  商  工  会  議  所 

公益社団法人 関西経済連合会 
 

 

 

「第７１回経営・経済動向調査」結果について 
 

＜調査概要＞ 
◆調査目的  大阪商工会議所と関西経済連合会は、会員企業の景気判断や企業経営の実態につい

て把握するため、四半期ごとに標記調査を共同で実施している。 
 

◆調査期間  ２０１８年８月２０日（月）～９月３日（月） 
 

◆調査対象  １，６２９社（大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業） 
 

◆調査方法  調査票の発送・回収ともにファクシミリ 
 

◆有効回答数 ４３１社（有効回答率２６．５％） 
 

【調査結果の特徴】 

１ 国内景気について （単数回答）  

～１１年半ぶりに８期連続のプラス 

○ ２０１８年７～９月期における国内景気は、ＢＳＩ値（「上昇」回答割合－「下降」回答割合）

が１２．３と、２００５年４～６月期から２００７年１～３月期以来、およそ１１年半ぶりに

８期連続のプラス。 

○ 先行きは、１０～１２月期はＢＳＩ値１８．０、２０１９年１～３月期はＢＳＩ値１２．９と、

改善の見込み。 

 

２ 自社業況について （単数回答）  

～中小企業の６期連続プラスは過去最長 

○ ２０１８年７～９月期の自社業況は、ＢＳＩ値が５．９。調査開始以来初めて８期連続プラス

で推移。 

○ 企業規模別では、大企業は２期ぶりのプラス（前期▲２．７→今期５．９）。中小企業はＢＳＩ

値５．９と６期連続でプラス。中小企業の６期連続も調査開始以来初。 

○ 先行きは、１０～１２月期はＢＳＩ値１７．３、２０１９年１～３月期はＢＳＩ値１１．４と、

改善を見込む。 
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３ 多様な働き手の受け入れ状況等について  

（１）高齢者（６５歳以上）・女性・外国人の直近２年間の雇用割合の動向について（単数回答） 

   ～高齢者・女性の雇用割合は「横ばい」、外国人は「雇用せず」がそれぞれ最多 

○ 高齢者（６５歳以上）の直近２年間の雇用割合について尋ねたところ、「横ばい」（４２．０％）

が最多。以下、「上昇」（３３．６％）、「雇用せず」（２０．４％）、「減少」（３．２％）と続く。 

○ 女性の雇用割合については、約半数（５０．６％）の企業が「横ばい」と回答。以下、「上昇」

（３９．２％）、「雇用せず」（７．４％）、「減少」（２．１％）と続く。 

○ 外国人の雇用割合については、約半数（４８．５％）の企業が「雇用せず」と回答。以下、「横

ばい」（２９．７％）、「上昇」（２０．２％）、「減少」（０．９％）と続く。 

○ 企業の規模別では、高齢者・女性ともに大企業での「上昇」割合が中小企業に比べ高い（高齢

者：大企業→４０．１％ 中小企業→２８．５％、女性：大企業→５１．０％ 中小企業→２

９．７％）。外国人を「雇用せず」と回答した中小企業は、大企業の倍以上（大企業→３０．２％、

中小企業→６３．２％）となっている。 

 

（２）外国人労働者の受け入れに対する懸念事項（３項目内複数回答） 

   ～「言語の壁によるコミュニケーションの不安」が最多 

○ 外国人労働者の受け入れに対する懸念事項について尋ねたところ、約８割の企業（７９．１％）

が「言語の壁によるコミュニケーションの不安」を挙げ、以下、「日本企業における働き方への

適応の可否」（４８．７％）、「労務管理など事務負担増加」（２７．１％）、「宗教的配慮の必要

性」（２６．０％）と続く。 

○ 企業規模別では、中小企業で「労務管理など事務負担増加」（大企業：２１．４％、中小企業：

３１．８％）や「従業員・取引先・顧客などの理解」（大企業：１９．３％、中小企業：２４．

７％）、「日本人への雇用の影響」（大企業：５．７％、中小企業：１０．９％）などの割合が高

くなっている。 

 

（３）外国人労働者の受け入れに対する期待（２項目内複数回答） 

   ～「人手不足の緩和」に期待 

○ 外国人労働者の受け入れに対する期待について尋ねたところ、「人手不足の緩和」（６１．０％）

が最も多く、次いで「海外展開など、グローバル化への対応」（３６．０％）、「優秀な人材の獲

得」（３５．５％）と続く。 

○ 企業規模別では、大企業で「海外展開など、グローバル化への対応」（大企業：４７．４％、中

小企業：２６．８％）、「優秀な人材の獲得」（大企業：４３．２％、中小企業：２９．３％）の

割合が高い一方、中小企業では「人手不足の緩和」（大企業：５６．３、中小企業：６４．９％）

や「日本人従業員への刺激」（大企業：１１．５％、中小企業：２０．９％）などの割合が高い。 

                 

 

 

以上 
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＜概 要＞
調査対象： 大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業 １,６２９社
調査時期：２０１８年８月２０日～９月３日
調査方法：調査票の発送･回収ともＦＡＸによる
回答状況：４３１社（有効回答率２６．５％) （大企業：１９２社、中小企業：２３９社）

企業区分は、中小企業基本法に準拠し、次を中小企業とする。
（製造業他：資本金3億円以下、卸売業：資本金1億円以下、小売業・サービス業：資本金5千万円以下）

 規模・業種別回答状況：

第７１回経営・経済動向調査

＜目次＞
１．国内景気 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２
２．自社業況 総合判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
３．自社業況 個別判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
４．多様な働き手の受け入れ状況等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８
参考（BSI値の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１
参考（国内景気判断と自社業況判断の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２

大阪商工会議所 公益社団法人 関西経済連合会

※グラフの数値は、端数処理（四捨五入）の関係で、文章の数値と一致しないことがあります。

大 企 業 中小企業 計 大 企 業 中小企業 計

食料品 7 5 12 卸 売 業 21 56 77

繊維工業・製品 6 2 8 小 売 業 5 8 13

パルプ・紙製品 2 2 4 出版・印刷 2 7 9
化学工業 16 10 26 建設業・各種設備工事 23 27 50
鉄鋼 8 9 17 不動産業 6 6 12

非鉄金属・金属製品 8 17 25 運輸・通信業 7 16 23
一般機械器具 5 8 13 金融・保険業 12 2 14
電気機械器具 14 4 18 電気・ガス・水道業 2 1 3

輸送用機械器具 3 1 4 サービス業 28 33 61
精密機械器具 2 0 2
その他製造業 15 25 40

計 86 83 169 計 106 156 262

製造業 非製造業
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＜足もと＞
２０１８年７～９月期における国内景

気は、前期と比べ「上昇」と見る回答が
２０．５％、「下降」と見る回答は
８．１％。
この結果、ＢＳＩ値（「上昇」回答割

合－「下降」回答割合、以下同じ）は
１２．３と、８期連続でプラス圏を推移。
景況感の改善が続く。

＜先行き＞
１０～１２月期のＢＳＩ値は１８．０、

２０１９年１～３月期は１２．９と、プ
ラス圏で推移する見込み。

＜規模別＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は

大企業・中小企業ともプラス圏を推移。
先行きも、大企業、中小企業ともに

プラス圏を推移する見込み。

＜業種別＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は、

製造業、非製造業ともに８期連続でプラ
ス圏を推移。
先行きも、製造業、非製造業ともにプ

ラス圏を推移する見込み。

１．国内景気

－ ８期連続のプラスとなり、先行きも改善の見込み －
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２．自社業況 総合判断
－ 調査開始以来初めての８期連続のプラス －

＜足もと＞
７～９月期における自社業況の総合判断は、

前期と比べ「上昇」と見る回答が２１．９％、
「下降」と見る回答は１６．０％。
この結果、ＢＳＩ値は５．９とプラス圏を

推移。８期連続のプラスは調査開始以来初め
て。

＜先行き＞
１０～１２月期のＢＳＩ値は１７．３、

２０１９年１～３月期は１１．４とプラス圏
を推移し、先行きの改善を見込む。

＜規模別＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は大企業

が２期ぶりのプラス。中小企業は６期連続で
プラス圏を推移し、調査開始以来の過去最長
を記録。
先行きは、大企業、中小企業ともにプラス

圏を推移する見込み。

＜業種別＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値について、

製造業は３．６で７期連続のプラス、非製造
業は７．３で８期連続のプラス。
先行きは、製造業、非製造業ともにプラス

圏を推移する見込み。
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３．自社業況 個別判断
－ 生産・売上高がプラスに転じるも、経常利益は２期連続でマイナス －

＜生産・売上高＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は１０．５と

なり、２期ぶりのプラス。
先行きは１０～１２月（１６．６）、２０１９

年１～３月期（１１．０）と、改善を見込む。

＜経常利益＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は▲１．６と

なり、２期連続のマイナス。
先行きは１０～１２月（９．９）、２０１９年

１～３月（４．５）と、改善を見込む。

＜製・商品の価格＞
全体の８割超が「ほぼ不変」。足もと（７～９

月期）のＢＳＩ値は１１．２と８期連続でプラス
となり、緩やかな上昇が続く。
先行きは、１０～１２月期（１０．８）、２０

１９年１～３月期（８．１）と、プラス圏を推移
する見込み。
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＜雇用判断＞
足もと（７～９月期）のＢＳＩ値は▲３２．９

と２４期連続の「不足」超過。
先行きも、１０～１２月期（▲３３．５）、２

０１９年１～３月期（▲３１．９）と大幅な不足
超過が続く見込み。

＜製・商品在庫＞
「ほぼ適正」とする回答が足もと７～９月期で

は８割超、先行き１０～１２月期、２０１９年１
～３月期では約９割となり、在庫調整が進む見込
み。

＜資金繰り＞
足もと、先行きとも「ほぼ不変」とする回答が

約９割を占める。
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【参考－個別判断 企業規模別】

大企業 自社業況 個別判断 中小企業 自社業況 個別判断

＜生産・売上高＞
足もとのＢＳＩ値は、

大企業は２期ぶりのプラス
に転じ、中小企業は２期連
続のプラス。
先行きは、大企業、中小

企業ともにプラス圏を推移
する見込み。

＜経常利益＞
足もとのＢＳＩ値は大企

業はプラスに転じ、中小企
業は３期連続のマイナス。
先行きは、大企業はプラ

ス圏、中小企業は10～12月
期にプラスに転じるものの
2019年１～３月期に再び水
面下で推移する見込み。

＜製・商品の価格＞
大企業・中小企業ともに

各期を通じプラスで推移す
る見込み。
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1-3

経 常 利 益 増 加 ほぼ不変 減 少

19.7 

25.7 

20.7 

54.6 

58.2 

57.0 

25.6 

16.0 

22.4 

7-9

10-12

2019/

1-3

経 常 利 益 増 加 ほぼ不変 減 少

12.4 

12.1 

7.5 

85.3 

86.8 

90.8 

2.3 

1.1 

1.7 

7-9

10-12

2019/

1-3

製・商 品 の 価 格 上 昇 ほぼ不変 下 降

16.6 

14.1 

14.1 

78.7 

82.5 

81.6 

4.7 

3.4 

4.3 

7-9

10-12

2019/

1-3

製・商 品 の 価 格 上 昇 ほぼ不変 下 降

25.7 

23.6 

31.8 

65.1 

68.4 

59.5 

9.1 

8.0 

8.7 

7-9

10-12

2019/

1-3

生 産・売 上 高 増 加 ほぼ不変 減 少
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大企業 自社業況 個別判断 中小企業 自社業況 個別判断

＜雇用判断＞
大企業・中小企業ともに

各期を通じ、大幅な不足超
過が続き、人手不足感が強
い。

＜製・商品在庫＞
大企業、中小企業ともに

各期を通じ「ほぼ適正」が
最多となり、在庫調整が進
む見込み。

＜資金繰り＞
各期を通じ、大企業では

９割半ばが、中小企業では
８割以上が「ほぼ不変」。

0.0 

0.0 

0.0 

69.8 

67.7 

68.1 

30.2 

32.3 

31.9 

7-9

10-12

2019/

1-3

雇 用 判 断 過 剰 ほぼ適正 不 足

2.5 

1.3 

1.7 

59.8 

63.0 

64.7 

37.7 

35.7 

33.6 

7-9

10-12

2019/

1-3

雇 用 判 断 過 剰 ほぼ適正 不 足

11.9 

2.8 

3.7 

82.6 

93.6 

94.5 

5.5 

3.7 

1.8 

7-9

10-12

2019/

1-3

製・商 品 在 庫 過 剰 ほぼ適正 不 足

11.0 

9.0 

6.3 

79.3 

84.7 

87.5 

9.7 

6.3 

6.3 

7-9

10-12

2019/

1-3

製・商 品 在 庫 過 剰 ほぼ適正 不 足

1.1 

3.4 

5.1 

96.0 

95.5 

93.1 

2.8 

1.1 

1.7 

7-9

10-12

2019/

1-3

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化

10.6 

11.9 

9.8 

83.9 

84.3 

83.8 

5.5 

3.8 

6.4 

7-9

10-12

2019/

1-3

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化



8

４．多様な働き手の受け入れ状況等について

（１）高齢者・女性・外国人の直近２年間の雇用割合の動向（単数回答）

― 高齢者・女性の雇用割合は「横ばい」、外国人は「雇用せず」が最多に―

●高齢者（６５歳以上）の直近２年間の雇用割合につ
いて尋ねたところ、「横ばい」（４２．０％）が最多。以
下、「上昇」（３３．６％）、「雇用せず」（２０．４％）、「
減少」（３．２％）と続く。
●女性は、約半数（５０．６％）の企業が「横ばい」と
回答。以下、「上昇」（３９．２％）、「雇用せず」（７．４
％）、「減少」（２．１％）と続く。
●外国人は、約半数（４８．５％）の企業が「雇用せず
」と回答。以下、「横ばい」（２９．７％）、「上昇」（２０．
２％）、「減少」（０．９％）と続く。
●企業の規模別では、高齢者・女性ともに大企業で
の「上昇」割合が中小企業に比べ高い（高齢者：大
企業→４０．１％ 中小企業→２８．５％、女性：大企
業→５１．０％ 中小企業→２９．７％）。外国人を「雇
用せず」と回答した中小企業は、大企業の倍以上（
大企業→３０．２％、中小企業→６３．２％）となって
いる。

高齢者 女性 外国人

総計 上昇 減少 横ばい 雇用せず 無回答 総計 上昇 減少 横ばい 雇用せず 無回答 総計 上昇 減少 横ばい 雇用せず 無回答

総 計
件 数 431 145 14 181 88 3 431 169 9 218 32 3 431 87 4 128 209 3

構成比 100.0 33.6 3.2 42.0 20.4 0.7 100.0 39.2 2.1 50.6 7.4 0.7 100.0 20.2 0.9 29.7 48.5 0.7

大企業
件 数 192 77 2 85 26 2 192 98 2 87 3 2 192 49 0 83 58 2

構成比 100.0 40.1 1.0 44.3 13.5 1.0 100.0 51.0 1.0 45.3 1.6 1.0 100.0 25.5 0.0 43.2 30.2 1.0

中小企業
件 数 239 68 12 96 62 1 239 71 7 131 29 1 239 38 4 45 151 1

構成比 100.0 28.5 5.0 40.2 25.9 0.4 100.0 29.7 2.9 54.8 12.1 0.4 100.0 15.9 1.7 18.8 63.2 0.4

製造業
件 数 169 56 7 82 24 0 169 68 2 90 9 0 169 40 2 66 61 0

構成比 100.0 33.1 4.1 48.5 14.2 0.0 100.0 40.2 1.2 53.3 5.3 0.0 100.0 23.7 1.2 39.1 36.1 0.0

非製造業
件 数 262 89 7 99 64 3 262 101 7 128 23 3 262 47 2 62 148 3

構成比 100.0 34.0 2.7 37.8 24.4 1.1 100.0 38.5 2.7 48.9 8.8 1.1 100.0 17.9 0.8 23.7 56.5 1.1

33.6
40.1

28.5
39.2

51.0

29.7
20.2 25.5

15.9

3.2
1.0

5.0

2.1

1.0

2.9

0.9
0.0

1.7

42.0
44.3

40.2

50.6

45.3

54.8

29.7

43.2

18.8

20.4
13.5

25.9

7.4 1.6 12.1

48.5

30.2

63.2

0.7 1.0 0.4 0.7 1.0 0.4 0.7 1.0 0.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業

高齢者 女性 外国人

上昇 減少 横ばい 雇用せず 無回答
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４．多様な働き手の受け入れ状況等について

（２）外国人労働者の受け入れに対する懸念事項（３項目以内複数回答）

―「言語の壁によるコミュニケーションの不安」が最多―

●外国人労働者の受け入れに対
する懸念事項について尋ねたとこ
ろ、「言語の壁によるコミュニケー
ションの不安」（７９．１％）と回答し
た企業が最も多く、「日本企業に
おける働き方への適応の可否」（４
８．７％）、「労務管理など事務負担
増加」（２７．１％）、「宗教的配慮の
必要性」（２６．０％）が続く。
●企業規模別では、中小企業で
は大企業よりも「労務管理など事
務負担増加」や「従業員・取引先・
顧客などの理解」、「日本人への雇
用の影響」などの割合が高い。

総 計
（会社数）

言語の壁によ
るコミュニケー
ションの不安

日本企業にお
ける働き方へ
の適応の可否

従業員・取引
先・顧客など

の理解

労務管理など
事務負担増加

宗教的配慮の
必要性

日本人の雇用
への影響

不法就労、不
法滞在の増加

治安の悪化 その他
懸念すべき
事項はない

無回答

総 計
件 数 431 341 210 96 117 112 37 92 51 10 16 9

構成比 － 79.1 48.7 22.3 27.1 26.0 8.6 21.3 11.8 2.3 3.7 2.1

大企業
件 数 192 150 110 37 41 50 11 40 12 3 7 6

構成比 － 78.1 57.3 19.3 21.4 26.0 5.7 20.8 6.3 1.6 3.6 3.1

中小企業
件 数 239 191 100 59 76 62 26 52 39 7 9 3

構成比 － 79.9 41.8 24.7 31.8 25.9 10.9 21.8 16.3 2.9 3.8 1.3

製造業
件 数 169 142 95 29 46 51 17 30 17 5 3 3

構成比 － 84.0 56.2 17.2 27.2 30.2 10.1 17.8 10.1 3.0 1.8 1.8

非製造業
件 数 262 199 115 67 71 61 20 62 34 5 13 6

構成比 － 76.0 43.9 25.6 27.1 23.3 7.6 23.7 13.0 1.9 5.0 2.3

79.1

48.7

27.1

26.0

22.3

21.3

11.8

8.6

3.7

2.3

2.1

0 20 40 60 80 100

言語の壁によるコミュニケーションの不安

日本企業における働き方への適応の可否

労務管理など事務負担増加

宗教的配慮の必要性

従業員・取引先・顧客などの理解

不法就労、不法滞在の増加

治安の悪化

日本人の雇用への影響

懸念すべき事項はない

その他

無回答

％
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４．多様な働き手の受け入れ状況等について

（３）外国人労働者の受け入れに対する期待（２項目以内複数回答）

― 「人手不足の緩和」に期待－

●外国人労働者の受け入れに対する期待
について尋ねたところ、「人手不足の緩和」
（６１．０％）が最も多く、次いで「海外展開
など、グローバル化への対応」（３６．０％）、
「優秀な人材の獲得」（３５．５％）と続く。
●企業規模別では、大企業で「海外展開
など、グローバル化への対応」、「優秀な人
材の獲得」の割合が高い一方、中小企業
では「人手不足の緩和」や「日本人従業員
への刺激」などの割合が高い。

61.0

36.0

35.5

16.7

13.7

9.0

5.1

0.5

2.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

人手不足の緩和

海外展開など、グローバル化への対応

優秀な人材の獲得

日本人従業員への刺激

新たな発想の創出

新たな人的ネットワークの獲得

期待はしていない

その他

無回答

％

総 計
人手不足の

緩和
日本人従業
員への刺激

海外展開な
ど、グローバ
ル化への対

応

新たな発想
の創出

新たな人的
ネットワーク

の獲得

優秀な人材
の獲得

その他
期待はしてい

ない
無回答

総 計
件 数 431 263 72 155 59 39 153 2 22 9

構成比 － 61.0 16.7 36.0 13.7 9.0 35.5 0.5 5.1 2.1

大企業
件 数 192 108 22 91 35 11 83 1 2 6
構成比 － 56.3 11.5 47.4 18.2 5.7 43.2 0.5 1.0 3.1

中小企業
件 数 239 155 50 64 24 28 70 1 20 3

構成比 － 64.9 20.9 26.8 10.0 11.7 29.3 0.4 8.4 1.3

製造業
件 数 169 102 29 75 20 16 57 0 8 2

構成比 － 60.4 17.2 44.4 11.8 9.5 33.7 0.0 4.7 1.2

非製造業
件 数 262 161 43 80 39 23 96 2 14 7

構成比 － 61.5 16.4 30.5 14.9 8.8 36.6 0.8 5.3 2.7
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【参考－BSI値の推移】

全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業
1 2001年3月 ▲ 56.4 ▲ 57.6 ▲ 55.3 ▲ 33.1 ▲ 9.8 ▲ 21.6 ▲ 7.6 ▲ 34.7 ▲ 17.7 ▲ 0.9
2 2001年6月 ▲ 44.2 ▲ 42.2 ▲ 46.2 ▲ 23.5 6.7 ▲ 31.7 ▲ 26.8 ▲ 36.4 ▲ 6.8 9.5
3 2001年9月 ▲ 78.6 ▲ 81.8 ▲ 75.3 ▲ 58.1 ▲ 37.7 ▲ 44.8 ▲ 38.6 ▲ 51.1 ▲ 27.9 ▲ 21.7
4 2001年12月 ▲ 69.8 ▲ 72.8 ▲ 67.0 ▲ 59.3 ▲ 26.8 ▲ 38.4 ▲ 40.7 ▲ 36.4 ▲ 30.9 ▲ 17.4
5 2002年3月 ▲ 66.1 ▲ 63.9 ▲ 68.0 ▲ 33.7 ▲ 11.5 ▲ 37.6 ▲ 32.6 ▲ 42.0 ▲ 20.1 ▲ 3.2
6 2002年6月 ▲ 7.0 4.5 ▲ 17.8 6.4 31.0 ▲ 19.9 ▲ 12.9 ▲ 26.3 ▲ 2.5 15.6
7 2002年9月 ▲ 19.0 ▲ 10.3 ▲ 27.9 ▲ 4.4 2.0 ▲ 15.8 ▲ 4.9 ▲ 26.8 ▲ 5.5 ▲ 3.1
8 2002年12月 ▲ 39.0 ▲ 40.5 ▲ 37.5 ▲ 40.5 16.1 ▲ 7.9 ▲ 6.0 ▲ 9.8 ▲ 18.8 ▲ 10.8
9 2003年3月 ▲ 40.3 ▲ 40.2 ▲ 40.3 ▲ 26.7 ▲ 12.8 ▲ 16.9 0.0 ▲ 32.3 ▲ 19.1 ▲ 7.2
10 2003年6月 ▲ 36.0 ▲ 33.2 ▲ 38.2 ▲ 26.1 ▲ 5.0 ▲ 25.1 ▲ 23.9 ▲ 26.1 ▲ 10.9 4.3
11 2003年9月 6.1 17.3 ▲ 3.9 20.8 16.8 ▲ 5.2 6.3 ▲ 15.5 13.2 7.8
12 2003年12月 27.1 29.7 24.6 16.6 27.5 12.3 11.3 13.1 3.5 6.6
13 2004年3月 30.7 37.1 25.5 37.0 32.9 5.5 17.5 ▲ 4.4 8.1 13.0
14 2004年6月 40.5 51.0 31.5 34.6 35.6 6.8 16.2 ▲ 1.1 18.3 22.3
15 2004年9月 35.0 46.2 24.5 29.3 15.0 14.0 20.7 7.9 15.2 5.7
16 2004年12月 13.5 14.5 12.4 ▲ 9.6 4.5 7.1 12.2 2.4 4.8 4.6
17 2005年3月 ▲ 10.0 ▲ 5.7 ▲ 13.4 5.5 15.7 ▲ 3.0 10.0 ▲ 13.6 3.2 16.5
18 2005年6月 9.2 13.2 4.9 12.9 28.2 ▲ 1.1 3.4 ▲ 5.8 11.0 19.9
19 2005年9月 24.0 31.3 18.1 27.6 23.0 4.1 10.9 ▲ 1.6 18.8 16.8
20 2005年12月 47.5 53.5 41.7 38.8 36.3 16.9 26.6 7.8 20.5 13.9
21 2006年3月 40.7 46.6 35.9 46.5 39.8 14.3 17.8 11.3 15.4 19.9
22 2006年6月 41.1 53.4 29.5 39.0 30.6 7.4 16.9 ▲ 1.6 20.0 25.1
23 2006年9月 35.3 48.1 24.3 34.5 18.7 8.4 25.2 ▲ 6.1 22.7 14.4
24 2006年12月 30.2 40.0 22.5 15.5 15.6 20.7 26.9 15.9 13.0 12.8
25 2007年3月 20.4 31.6 13.9 29.7 24.9 7.3 14.7 3.0 16.0 20.9
26 2007年6月 15.1 27.8 6.9 19.8 22.0 ▲ 0.2 2.7 ▲ 2.0 15.5 24.7
27 2007年9月 3.6 15.3 ▲ 3.4 13.5 10.2 ▲ 1.2 5.7 ▲ 5.4 11.6 12.1
28 2007年12月 ▲ 15.9 ▲ 9.5 ▲ 19.7 ▲ 22.1 ▲ 10.1 3.7 4.5 3.3 ▲ 2.0 ▲ 0.2
29 2008年3月 ▲ 43.9 ▲ 39.2 ▲ 46.6 ▲ 35.1 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 1.4 ▲ 24.1 ▲ 12.9 ▲ 2.6
30 2008年6月 ▲ 48.6 ▲ 49.3 ▲ 48.2 ▲ 44.6 ▲ 32.4 ▲ 22.6 ▲ 20.7 ▲ 23.6 ▲ 17.5 ▲ 6.9
31 2008年9月 ▲ 66.2 ▲ 64.1 ▲ 67.6 ▲ 55.8 ▲ 42.2 ▲ 27.9 ▲ 21.1 ▲ 32.2 ▲ 17.7 ▲ 17.4
32 2008年12月 ▲ 83.1 ▲ 87.8 ▲ 80.1 ▲ 78.4 ▲ 56.9 ▲ 41.7 ▲ 45.0 ▲ 39.7 ▲ 42.4 ▲ 33.4
33 2009年3月 ▲ 87.9 ▲ 90.7 ▲ 86.1 ▲ 65.3 ▲ 39.2 ▲ 63.9 ▲ 63.8 ▲ 63.9 ▲ 52.6 ▲ 36.2
34 2009年6月 ▲ 42.2 ▲ 24.1 ▲ 52.5 ▲ 19.6 8.5 ▲ 46.5 ▲ 39.1 ▲ 50.7 ▲ 23.0 ▲ 1.3
35 2009年9月 ▲ 16.6 2.0 ▲ 27.6 ▲ 5.0 1.7 ▲ 24.4 ▲ 10.1 ▲ 32.9 ▲ 11.1 ▲ 10.2
36 2009年12月 ▲ 16.8 ▲ 7.1 ▲ 23.1 ▲ 23.6 ▲ 5.4 ▲ 14.2 1.0 ▲ 23.8 ▲ 23.6 ▲ 16.8
37 2010年3月 ▲ 9.9 4.7 ▲ 18.8 ▲ 1.4 8.6 ▲ 19.3 ▲ 4.3 ▲ 28.4 ▲ 12.2 0.2
38 2010年6月 4.5 23.4 ▲ 7.7 5.3 18.7 ▲ 6.5 8.3 ▲ 16.2 ▲ 0.2 12.8
39 2010年9月 ▲ 17.1 ▲ 3.8 ▲ 25.9 ▲ 20.2 ▲ 17.0 ▲ 10.6 ▲ 0.5 ▲ 17.2 ▲ 6.3 ▲ 10.0
40 2010年12月 ▲ 18.5 ▲ 12.5 ▲ 22.3 ▲ 15.9 3.7 ▲ 9.9 ▲ 3.5 ▲ 13.8 ▲ 14.4 ▲ 0.2
41 2011年3月 5.3 11.7 1.1 6.9 9.8 ▲ 1.6 3.4 ▲ 4.8 1.4 5.0
42 2011年6月 ▲ 57.1 ▲ 58.1 ▲ 56.5 ▲ 13.0 17.0 ▲ 24.4 ▲ 26.3 ▲ 23.4 ▲ 9.2 10.7
43 2011年9月 ▲ 9.5 9.7 ▲ 23.4 2.0 5.7 ▲ 8.0 9.2 ▲ 20.4 8.0 2.1
44 2011年12月 ▲ 26.4 ▲ 22.2 ▲ 29.8 ▲ 17.2 0.0 ▲ 9.4 ▲ 3.8 ▲ 13.7 ▲ 10.4 2.1
45 2012年3月 ▲ 8.5 ▲ 0.9 ▲ 14.7 14.3 17.2 ▲ 12.2 ▲ 7.3 ▲ 16.1 1.0 10.1
46 2012年6月 ▲ 4.9 6.3 ▲ 14.6 ▲ 4.7 17.4 ▲ 8.1 ▲ 2.9 ▲ 12.5 5.2 19.0
47 2012年9月 ▲ 9.9 ▲ 0.5 ▲ 17.6 3.2 2.8 ▲ 5.5 3.3 ▲ 12.5 11.7 1.1
48 2012年12月 ▲ 40.5 ▲ 44.0 ▲ 37.6 ▲ 20.0 ▲ 3.0 ▲ 8.4 ▲ 7.6 ▲ 9.0 ▲ 12.3 ▲ 4.6
49 2013年3月 22.0 32.3 13.0 37.7 38.0 ▲ 1.7 9.8 ▲ 11.6 7.9 24.5
50 2013年6月 45.8 54.5 36.6 47.4 43.6 8.2 10.3 6.1 20.5 24.9
51 2013年9月 32.8 42.8 22.7 37.3 35.3 8.0 21.3 ▲ 5.5 22.9 16.3
52 2013年12月 47.6 58.3 38.9 47.0 ▲ 5.6 22.8 29.9 17.0 19.3 ▲ 4.9
53 2014年3月 50.4 59.1 42.7 ▲ 31.3 26.9 20.2 30.2 11.3 ▲ 18.8 16.6
54 2014年6月 ▲ 27.6 ▲ 31.6 ▲ 23.8 33.4 37.6 ▲ 18.4 ▲ 19.5 ▲ 17.4 14.8 23.6
55 2014年9月 17.1 35.2 1.2 27.4 17.8 4.5 18.7 ▲ 7.7 17.8 15.1
56 2014年12月 6.4 13.0 0.4 4.5 14.2 9.4 13.1 6.1 3.9 3.0
57 2015年3月 18.2 30.7 7.5 23.8 26.2 8.2 21.1 ▲ 2.8 4.2 16.7
58 2015年6月 21.0 32.7 10.6 25.4 28.2 ▲ 2.4 2.3 ▲ 6.5 16.0 22.3
59 2015年9月 10.0 18.4 2.7 16.0 13.1 4.7 15.4 ▲ 4.3 17.0 13.0
60 2015年12月 4.9 7.0 3.1 0.0 10.0 7.5 10.2 5.2 7.3 ▲ 0.7
61 2016年3月 ▲ 28.1 ▲ 23.9 ▲ 31.9 ▲ 7.8 2.1 ▲ 2.8 1.0 ▲ 6.2 4.3 8.4
62 2016年6月 ▲ 18.6 ▲ 12.8 ▲ 23.7 ▲ 6.1 5.2 ▲ 10.9 ▲ 14.9 ▲ 7.5 4.5 15.1
63 2016年9月 ▲ 13.6 ▲ 6.9 ▲ 19.3 2.0 1.6 ▲ 3.8 5.5 ▲ 11.4 7.0 5.4
64 2016年12月 4.8 6.7 3.0 1.0 3.6 6.3 10.4 2.5 5.1 ▲ 1.3
65 2017年3月 8.6 18.4 0.0 13.8 15.4 3.8 16.6 ▲7.1 6.5 15.5
66 2017年6月 14.0 23.9 5.2 15.5 22.1 5.0 5.9 4.2 12.1 19.7
67 2017年9月 18.1 24.5 12.8 22.0 16.3 8.9 18.4 0.9 20.7 13.5
68 2017年12月 40.7 42.0 39.5 25.7 21.3 22.3 26.5 18.5 18.1 5.3
69 2018年3月 19.5 23.8 15.4 21.6 21.1 12.2 24.3 0.5 7.0 13.1
70 2018年6月 18.5 20.4 16.7 23.2 22.6 2.3 ▲ 2.7 6.7 18.7 21.9
71 2018年9月 12.3 13.6 11.3 18.0 12.9 5.9 5.9 5.9 17.3 11.4

回数・時期
国内景気 自社業況

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後
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国内景気判断と自社業況判断の推移

国内景気判断 自社業況判断


